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要

わが国流通の構造特性や取引慣行にっいての研究、およびマーケティングチャネルに関する研究に

は優れた多 くの業績が蓄積されている。 しか し最近の流通環境変化に伴うチャネルの変容要因の解明

及び再構築に関する研究は、今だ多 くの課題が残されている。そこで本稿では、この現代的問題に対

して実践的なインプリケーションの導出を主眼に、"ビ ジネスシステム(論)の 視点から主にケー

スを中心に分析を試みたものである。その結果から、いくっかの理論的 ・実践的課題が示唆された。

主要なものとしては以下の通りである。第一に系列小売店の 「やる気」の醸成とそれに関連 した社会

的インセンティブの重要性である。第二に、チャネルの変容は、外部環境変化のみに規定されずチャ

ネル自らが社会的依存関係の中で変容 している可能性のあることである。これ らの結果は、理論的に

も実践的にも従来のチャネル研究に対 して新 しい視点の存在を示唆するものである。

1は じめ に

本稿ではわが国のマーケティングチ ャネルの変容について論考する。わが国の流通を概観す

ると、構造的には小売業の零細 ・過多、生業性、卸売段階の多段階性や流通系列化などが、ま

た取引の制度 ・慣行では、建て値制、 リベー ト制、特約店制度、返品制などが特徴として多 く

の研究者から指摘されている1)。しか し他方、最近の円高やバブル崩壊等の影響で流通構造や

取引構造に変化の兆しがみられるという主張も多 くなっている。その議論の特徴としては、消

費者の低価格化志向、低価格を訴求するカテゴリーキラーやディスカウン トス トアの台頭、そ

して長年の慣行であった特約店制度の見直 し、取引先の集約化、大手製造企業と大手量販店と

の 「製販同盟」の構築等が、その変化要因として指摘され る2)。一方、 これらの研究 と呼応す

るようにチ ャネル論の研究者達においても、新たな概念の取り組みが始められている3)。ここ
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で研究の集計水準に着 目すると、概念的には経済体制、国民経済、産業の レベルに分類され、

これら大半の研究はこれ らに該当する。研究の理論的志向性の観点から、これ ら集計水準の研

究は評価されるものである。 しか し㍉ これ らの研究 においてもパラダイムの共約不可能性

(Kuhn(1962))や 理論負荷性(Hanson(1969))が 存在 していることも否定 し難い事実であ

ろう。

そこで本稿では、流通構造やチャネルを対象に多 くの研究者達が取り組んできた方法論とは

異なったアプローチでこれ らの問題に取り組み、そこから仮説的な問題提起を試みたいと考え

ている。とりわけ、実践的なインプリケーションの導出を念頭に置きなが ら、チャネルの変容

と再構築の論理の探究を中心課題とし、方法論としては 「ビジネスシステム(論)」4)の 視点か

ら主にケース分析5)を行うことが中心となる。

以下、本稿の構成について示 してお く。第0点 目にマーケティングチ ャネルに関する研究の
'レビ
ューを行う。そこでの焦点はチャネル論研究の系譜を論議することよりも、本稿の主題で

あるチャネルの変容を論考する上で理論的な手助けとなる研究を紹介することにある。第二点

目は、研究者においては抽象的 ・概念的に、実務家 ・評論家等においては個別事例的に議論さ

れることの多いマーケティングチャネルの変容問題にっいて、その実態にっいて定量的な視点

も加えて接近 してみる。そこでは、研究蓄積の少ない我が国唯一のマクロデータである 『商業

実態基本調査報告書』を用いた時系列分析とチャネル競争の基盤変化の要因にっいて論究 して

いる。以上の二点が、いわば本題を展開するための準備段階といえる6)。本稿では紙幅の制約

のため要点のみの紹介に留めている。そ して第三点 目にチャネルシステム変容の実態と新たな

取 り組みにっいてケース分析を試みる。そこではリーダー企業として君臨 してきた松下電器を

先ず取 り上げる。次に、最近わが国でも台頭 し始め多くの研究者が注 目する 「戦略的同盟」や

「生販統合システム」の分析を行う。最後にマーケティングチ ャネルとの比較や再構築に向け

たインプリケーシ ョンを得るためにも、我が国で最 も優れたシステムと評され るセプンイレブ

ンのシステムについて検討 してお く。以上の論考から、チャネルの変容と再構築に関する一っ

の論理と実践的インプ リケーションを、さらにはチャネル研究に対 して理論的課題を提起 して

みたい。

IIマ ーケテ ィングチ ャネルに関する研究の レビュ0

1流 通チャネルの2つ のタイプ

流通機構においては、商品を生産者か ら消費者に流通させるために、生産者、卸売商、小売

商の流通主体は様 々な流通機能を遂行 し、社会的な分業を行 っている。 この製造業者から消費

者にいたるまでの取引で結ばれる主体問関係の連鎖は、流通チ ャネルと呼ばれる。そ して、製

造業者がマーケティング上の 目的をもって統制す るとき、それは特にマーケティング ・チャネ

ル7)と呼ばれる。この流通業者を媒介とする流通チャネルは、製造業者や流通業者によって統

制されないタイプと統制されるタイプの2っ に分けて考え られる8)。第一のタイプは、流通業

者は意思決定の自立性を確保 していて、自らの目標達成のための購買や販売の活動を しており、

自己の負担で特定の他者の目的に貢献するような行動はとらない。っまりこの伝統的な流通チャ

ネル(ConventionalMarketingChannels)は 、価格メカニズムという市場原理優勢の流通

システムであり、企業間の関係は個hの 交渉毎の1回 限りのものであり、長期的取引関係は構

築されない。企業の行動も短期的かっ対処療法的である。第二の統制され るタイプでは、上記

のような自律的な流通業者を通 じて製品が流通す るのではなく、他の企業により統制されてい
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る流通業者を通 じて製品が流通する。その代表が製造業者によって統制されているマーケティ

ング ・チャネルであり、垂直的マーケティングシステム(VerticalMarketingSystem)と も

呼ばれる。 このシステムは 「運営の経済性および市場効果の極大化を達成す るためにあらか じ

め構築された、専門的に管理され集中的にプログラム化される仕組み」9)を形成 している。

2垂 直的 マーケテ ィングシステム と系列 システム

(1)垂 直 的 マーケテ ィングシステ ム

垂直的マーケテ ィングシス テムは、結合形態 の相違 によ って以下 の3タ イプに分類 され る10)。

企 業 シス テム(CorporateVerticalMarketingSystem):大 規 模製 造業者 が流通業 者 を

合同 ・合併あるいは内部拡張により流通部門を設けたりして、流通業者 ・流通部門を自社の単
0の 所有権の下に置くものである。これには統合の方向により、前方垂直統合、後方垂直統合、

混合垂直統合の3タ イプに類別することができる。

契約システム(AdministeredVerticalMarketingSystem):フ ランチャイズ契約等に代

表 され るように契約 によ って流通業者を 自己の系列化 にお こうとす るもので ある。 この シス テ

ムには、 フラ ンチ ャイズ ・システム、卸売業者主催 のボラ ンタ リー ・チ ェー ン、小 売業者主催

の コーオペ ラテ ィブ ・チ ェー ンの3つ の タイプが ある。

管理 システム(ContractualVerticalMarketingSystem):あ る意味で、伝統 的な流通チ ャ

ネルと同様にチ ャネル ・メンバーが所有や契約という形で統合されず、 自律 した意思定機関と

して存在する。 しか しマーケティング ・チャネルの統制をとるため、製造業者がその流通業者

に有力なブランド、割引、財務上の援助、譲歩といった誘引を提供 し、流通業者か ら協調 した

努力を引き出す◎そして流通業者を自己の系列下におこうと試みる。

このように流通チャネルには、統制されない 「伝統的な流通チャネル」と、統制される 「マー

ケティングチャネル」の大きく2つ のタイプがあり、さらに後者は3つ のタイプに分類される。

(2)系 列システム

上述のように、垂直的マーケティングシステムは3つ のタイプに分類されるが、マーケティ

ングチャネルという場合、製造業者が主催する垂直的マーケティングシステムのことを指すの

が一般的である。そのためチ ャネル研究の焦点は、製造業者の流通業者に対する管理 ・統制

(協調とコンフリク トの問題)が 中心課題 となっている。その意味から、マーケティングチャ

ネルの問題は流通系列化という視点からも議論される。ここでは我が国で識別される系列シス

テムの種類とその特徴を簡単にみておこう11)。

M・W型:M(メ ーカー)-W(卸 売業)-R(小 売業)-C(消 費者)の4段 階の流通経

路のうち、MがWを 資本や人的手段で垂直統合するもので、 「販社型」とも呼ばれる。流通系

列化の中では最も流通経路の統制水準が低いタイプ。卸と小売の間は市場取引を原則とするが

販社のコントロールも見られる。特徴としては流通在荷12)が小さく小売段階まで排他的流通チャ

ネルを形成するのは困難であることがあげられる。代表的業種として、洗剤、カメラ等である。

M・R型:メ ーカーが直接小売店を組織するもので 「直販型」とも呼ばれる。卸機能はメー

カー完全に内部化され、さらに小売段階もメーカーの営業活動の延長線上にあり流通の各段階

にあるブラン ド内競争は完全に排除されている。これの商品に共通 しているのは、製品の販売

に必要な情報、サー ビスの提供が既存チャネルでは困難であると同時に、メーカー単独で十分

な流通経路在荷があるため流通過程において他社製品の品揃えを必要としないことである。こ

れには以下の2タ イプが識別される。

・チェーンメーカー型………高級バ ック、高級アパ レル、大衆製薬等。
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・垂直統合 ・専売店型………自動車、ピアノ、 ミシン、ベ ッドメーカー等。

M-W-R型:3つ の流通段階を一つの流通組織として統合 しようとするもので、いわゆる

生販一貫型。販社型と直販型の中間に位置する形態である。卸段階は販社化により垂直統合を

図り、小売段階では 「店会組織」、 「専売店化」、 「派遣店員」、あるいは 「リベー ト制」な

どによる契約関係や協力関係を介 して小売店を中間的な組織(内 部組織化に準 じた効果)と し

てまとめてお り、市場取引の枠を越えて統合が図られている。販社型と比べて流通経路在荷が

大きく配荷小売店舗数が少数 という特徴がみ られる。代表的業種として家電、化粧品等があげ

られる。

3チ ャネル統合の論理

伝統的な流通チャネルではなく、なぜマーケティングチャネルの構築が要請されたのか、こ

の点にっいて検討しておこう13)。それは、以下の2点 に要約できよう。第一は、社会的な合理

性が必ず しも一企業の合理性には結びっかないことである。っまり、差別化された価値実現を

図っていく上で、伝統的流通チャネルよりも統制されたチャネル(垂 直的マーケティングシス

テム)の 方が差別的有利性が確保される点である14)。第二は、 「神の見えざる手」に統制され

る伝統的流通チャネルが本当に万能かという点である。っまり、 「市場の失敗」あるいは 「組

織の意思決定能力の限界」などへの対応の問題に帰着する。この点については多くの研究の蓄

積がみられる。以下、代表的な見解を整理 し3っ のパラダイムに分類 し要約 して示しておこう。

(1)情 報プロセシングパラダイム

Galbraith(1973)は 組織の情報処理能力の増進には組織が情報処理の必要性を削減するか、

あるいは組織の情報処理能力そのものを向上させるかの2つ の方法があることを指摘 した。さ

らに加護野(1980)は 不確実性対処 という視点か ら 「コン トロールによる不確実性対処」 と

「情報プロセシングによる不確実性対処」の2つ の不確実性対処のメカニズムを明らかにする

が、ここでは前者にっいて説明 しよう15)。「コン トロールによる不確実性対処」とは、不確実

要因の範囲を限定するあるいは不確実要因の不確実性の幅を狭めることによって不確実性に対

処する方法である。この対処方法の基本は、不確実性発生主体がとりうる状態を限定するとい

う方法である。例えば、組織をとりまく不確実性発生要因は1っ ではないから、組織は交i換関

係をもっ要素の範囲を減少させることによって行動代替案の幅と監視の費用を減少させて不確

実に対処す ることなどである。その具体例としては、組織の境界の拡大によって原材料市場あ

るいは製品流通市場の不確実性を削減する垂直統合や、市場競争の不確実性を削減するための

合併、契約、協調、組織の活動領域の限定、そして製品差別化や広告による顧客のグッドウイ

ルの獲得などは外部不確定要因をコントロールす ることによって不確実性を削減する行動であ

る。 このパラダイムに依拠すると、消費者ニーズの複雑化、技術革新の加速化や競合激化など

の環境の不確実性の増大に対処するため、組織の境界の拡大、っまり流通を統合 して情報処理

の負荷を削減するとともに、垂直的な情報伝達経路を増強 し相対的に情報処理能力を高めてい

くと捉えられる16)。

(2)取 引費用パラダイム

企業の存在理由を明 らか にするために取引費用 の概念を提唱 したのはコース(Coase,

R.H.(1937;1988)で あるが、コースの企業拡張論を継承 ・発展させたものにウィリアムソン

(Williamson,0.E.(1986))の 「取引費用理論」がある。この理論では、 「制限された合

理性(boundedrationality)」 と 「機会主義的行動(oPPortunism)」 という行動仮設が根

底に存在 し、これか ら引き起 こされ る 「市場の失敗(marketfailure)」 を 「取引の困難性
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(transactionaldifficulty)」 あるいは 「取引費用」に集束させて市場取引か内部組織の取

引かの選択を説明しようとするものである。この理論によると内部組織取引に係る費用(資 源

の固定化等)が 市場取引を下回るときは、内部取引が進む ことになる。っまりこのパラダイム

では、内部組織や中間組織の形成を市場支配の観点ではなく費用節約という経済合理性の立場

から分析 しているところに特徴がみられる。このパラダイムに依拠すると、メーカーの差別化

された商品供給に必要とされる流通サービス享受の困難性および商業者の機会主義的性格の程

度により、取引費用面か ら流通チャネルの統合(垂 直的統合)が 決定されることになる17)。

(3)中 間組織パラダイム

わが国の流通では、準垂直統合とも呼びうるような市場取引と組織内取引の中間に位置する

「中間的な取引様式」(中 間組織)が とられ、それは 「継続的な取引関係」をベースとして支

持されている、といわれ る18)。上述の 「取引費用パラダイム」は、取引費用の観点か ら市場取

引か内部組織取引かの二者択一的選択を強調す るものである。 しかし、取引には 「市場と内部

組織」という2分 法に対 して中間領域を形成す る形態も存在すると考える。いわゆる 「中間組

織」の存在である。この中間組織パラダイムに基づいた研究19)では、市場と企業の境界領域を

情報や取引という鍵概念を用いて分析が進められ、日本の流通システムは内部組織としての垂

直統合と市場利用 との中間組織として形成され中間組織の特色を発揮 してきたと解される。こ

のパラダイムに依拠すると、流通チ ャネルは取引上の理由や市場の欠落等により垂直統合化す

る契機は存在するが、逆に統合化がもた らす欠点も存在することになる。その矛盾を解決する

過程で、組織は市場 と内部組織の長所を兼ね備えた中間組織へと拡張 していく。っまり、内部

組織化の長所である取引や情報流通の円滑さを確保 しながら、内部組織化の短所である 「市場

リスクの集中」 と 「特殊化 した資源の リスク」20)を回避するという市場取引の長所を組み込ん

だチャネルシステムが構築されることになる。このチャネルシステムは準垂直統合とも呼ばれ、

垂直的マーケティングシステムの中の管理システムに該当することになる21)。

以上から理解できるように、各パラダイムには異なった固有の視点を主張するものであるが、

それぞれにマーケティングチャネル統合の論理が説明される。

IIIマ ーケテ ィングチ ャネ ルの変容

本章では、マーケティングチャネルの変容問題にっいて取り扱う。ここでは先ず、我が国の

マーケティングチャネルの時系列的推移を系列システムの視点から 『商業実態基本調査報告書』

を用いて分析する。次にチャネル競争の基盤が どの様な要因で変化 しているのかを確認 してお

く。

1系 列システムの変化一r商 業実態基本調査報告書』による分析一

『商業実態基本調査報告書』(中 小企業庁)は 商業実態に関する調査報告書としては 『商業

統計表』と並んで代表的なものであり、近年ほぼ6年 おきに実施されている。この調査の特徴

は 『商業統計表』が事業所単位(全 数調査)で あるのに対 し企業単位(標 本抽出調査)で ある

が、系列システムの状況など 『商業統計表』では把握できない経営実態の詳細な点にまで踏み

込んでいるところにある。結果だけを要約 しておこう22)(図表一1、2)。 第0に 小売段階の

特徴としては、 「家庭用機械器具小売業」(84.7%)や 「医薬品 ・化粧品小売業」(67.6%)が

典型例であるが、系列比率の高い業種群はメーカー系列の占める比重の高いことが指摘できる。

また、従業員規模別に分析す ると、相対的に 「1人 一4人 」層は商品回転率は低いものの営業

余剰率は高いことがあげられ る。この結果か ら、チャネル問題にっいての示唆が得 られる。そ
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れは、第0に 商品回転率が低いが故に回転差資金が不足 しがちである点と生業的性格が強いが

故に営業費比率が低いという点の長所 ・短所を併せもっチャネルメンバーの特性である。第二

に、卸売段階の特徴としては、 「医薬品 ・化粧品卸」と 「機械器具卸」は小売業と同様に 「系

列に入 っている」ところが多く、かっ 「メーカー系列」の比重が高いことが指摘できる。この
　

結果は、これ らの業種を中心に今なお小売段階まで含めた系列システムが存続 していることを

傍証するものである。第三に、時系列的推移の特徴としては、系列システムの典型的業種であ

る 「医薬品 ・化粧品卸」と 「機械器具卸」においても、メーカー主催の系列システムが相対的

に低下する傾向がみられる。とりわけ先の両業種にっいては、メーカー ・卸売段階では今なお

「メーカー系列」に属する卸売業の比重は高いものの、その比重は低下 している。

これ らの結果から、産業 ・業種 レベルの視点で見る限り、系列システムは変調の兆 しを見せ

始めていることがうかがえる。このことは同時に、マーケティングチャネルの変容を示唆する

ものでもある。

図表一1小 売段階における系列化システムの状況(単 位:%)

第6回 調査(平 成4年10月 調査)

系 列 に 入 っ て い る
非系列 無回答

系列計 メーカー系列 卸系列 小売系列

小 売 業 総 計 28.9 42.5 26.1 31.5 68.7 2.4

各 種 商 品 小 売 業 計 25.6 22.8 41.2 36.0 72.8 1.6

織物衣服 ・身回品小売業計 17.0 24.0 40.4 35.5 80.8 2.2

飲 食 料 品 小 売 業 計 22.5 16.9 35.7 47.4 75.2 2.4

自動車 ・自転車小売業計 43.7 50.6 23.8 25.6 54.2 2.1

家具 ・建具 ・什器小売業計 17.3 23.2 34.5 42.3 79.7 3.0

家庭用機械器具小売業 74.4 84.7 6.5 8.8 24.6 1.0

医薬品 ・化粧品小 売業 40.9 67.6 12.4 20.0 56.0 3.1

燃 料 小 売 業 71.1 61.9 28.0 10.1 27.7 1.2

そ の 他 の 小 売 業 26.3 41.5 22.9 35.6 70.8 2.9

図 表 一2

出典:『 商業実態基本調査報告書』(速 報版)

卸売段階における系列化システムの状況(単 位:%)

第6回 調査(平 成4年10月 調査)

系 列 に 入 っ て い る
非系列 無回答

系列計 メーカー系列 卸系列 小売系列

卸 売 業 総 計 30.7 45.0 48.4 6.6 67.4 1.9

各 種 商 品 卸 計 22.6 45.5 51.5 3.0 76.7 0.7

繊 維 品 卸 計 19.7 ・ ・ 69.5 1.7 77.0 3.3

機 械 器 具 卸 計 38.0 59.9 34.9 5.2 60.2 1.8

衣服 ・身 の回 り品卸計 23.3 42.4 52.0 5.6 74.8 1.9

農畜産物 ・水産 物卸計 25.9 11.4 78.6 10.0 72.2 1.9

食 料 ・ 飲 料 卸 計 31.3 49.5 45.9 4.5 67.2 1.5

医 薬 品 ・化 粧 品 卸 計 50.8 64.3 33.4 2.3 47.8 1.4

家具 ・建具 ・什 器卸計 27.2 32.1 62.5 5.3 71.1 1.7

そ の 他 の 卸 計 27.7 39.8 53.0 7.1 70.5 1.8

出典:『 商業実態基本調査報告書』(速 報版)
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2チ ャネル競争の基盤変化

マーケティングチャネルの変容がなぜ生 じているのかにっいて検討 しておく。

(1)流 通環境の変化

田村(1994)に よると、従前のマーケティングを 「パワー ・マーケティング」と位置づけ、

そのマーケテ ィングの有効性が急速に制約されるようになってきたと指摘す る23)。それに伴い、

マーケティングチャネルも変容せざるを得ない状況が十分に想像される。それらを引き起こし

た環境変化の要因としては以下の5点 に要約される。

消費者の変化

消費者の行動圏の拡大があげられる。これには自由時間の増大やマイカーの普及などによる

時間 ・空間 レベルの変化、さらにはパソコン通信や専門情報雑誌などによる情報 レベルの変化

などがあげ られる。

製品の変化

プロダク トライフサイクルの短縮化か ら生 じる 「不良在庫の増大」、そして物的製品とサー

ビスの融合化か らくる 「製品のサービス化」などがあげられる。

競争市場の範囲の変化

円高や規制緩和などによって促進される経済体制の開放化への移行である。価格 と品質の面

で競争優位性を持っ 「エクセ レン トプロダク ト」(卓 越製品)の 輸入の増大に伴う国内製品と

の競合の問題である。

大手流通業のパワーシフ ト

これは、 「競争市場の範囲の問題」や 「取引様式の変化」とも関連するが、メーカーを凌ぐ

品揃えや市場情報の蓄積でパワーを発揮 し始めた大手流通業の変化である。輸入や開発輸入さ

らにはその潜在的可能性がメーカーへの依存度を弱め、交渉においても大きなパワーを持ち始

めている。

取引様式の変化

投機型か ら延期型への取引様式の変化があげ られる。これは企業の在庫投資活動の変化によ

るものである。この点にっいては以下で詳 しく議論 しよう。

(2)延 期型流通システムへの移行

上述 したように、取引様式は 「投機型」か ら 「延期型」へと変化 している。この変化はチャ

ネルシステムにも大きな影響を与える。この背後には企業の在庫投資活動の変化が潜んでいる。

ここでは、流通チ ャネルを一つのシステムとみなし、市場 リスクと不確実性に対す る対応方法

に着目しなが らその特徴にっいてみよう24)。

「投機型」在庫投資活動は、在庫投資に関する意思決定をできるだけ速いタイミングで行お

うとするものである。意思決定が時間的 ・地理的に早い段階で行われるため、例えば製品形態

は生産段階で決 られる。また、在庫位置の決定は機会損失が生 じないよう配慮され るため、小

売段階に実需以上の在庫が予め保管 されることになる。他方 「延期型」在庫投資活動は、市場

の不確実性の増大に対応 し、これを回避 しようとする行動である。市場での実需にできる限り

迅速に対応 し、 「投機型」では引き起こされがちな不良在庫の増大を極力解消しようとする行

動が典型例である。

しか し、現実的には 「延期型」在庫投資活動は流通チャネル内の全ての企業が無条件に実施

できるものではない。それは第一に、これ らの両投資活動の遂行には均衡点が存在 し、原理的

に全ての企業が 「延期型」行動をとると取引は完結 しないということである。っまり両者は相

互補完的であり、 「延期型」活動にはそれを引き受ける 「投機型」活動が必要となる。例えば、
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小売企業が 「延期型」在庫投資活動を行えば、それに対応 してメーカーや卸売業などの納入業

者は 「投機型」の活動を行う必要がある。第二に 「延期型」在庫投資活動は市場の不確実性に

は対応できても、他方で欠品による販売機会の損失の可能性は常に生 じる点である25)。

3流 通業のチャネルシステム

マーケティングチャネルの変容を考える場合、流通業の系列システムの動きにも着 目してお

くことが大切である。それは、対抗勢力としてだけではなく、新たなチ ャネルシステムの論理

を潜めているか らである。 ここではその動きを概観 しておこう。新たな系列化(「 逆系列化」

とも称される)と して、CVS(コ ンビニエンス・ストア)を 主催する本部のチャネル政策があげ

られる。その代表格としてのセブンイ レブンは、チ ェーン本部が加盟店をフランチャイズ契約

で組織化する一方、卸売業者やメーカーを管理システム型のチャネルで統制 している。基本的

に商品の所有権を持たないセブンイ レプンの本部が、加盟店への推奨商品を選定するために商

品を探索するだけでなく、本部 自らが商品企画を行い、厳 しい要求の基にメーカーに生産を依

頼する。メーカー側もセブンイ レブン独自の品質水準やパ ッケージングさらには価格設定に応

じ、生産の専用ラインや配送センターを設けるところもある。パー トナーシップという名のも

とに、取引特殊的投資がきわめて積極的に行われている。最近の事例では、セブンイ レブンと

アイスクリームの共同開発を行 うため森永乳業、雪印乳業などの大手アイスクリームメーカー

5社 はセブンイレブンの共同配送セ ンター内に専用の冷蔵倉庫(エ リアデポ)を 設置 している。

他方、もう一つの動きとして小売業を起点とする商品開発を志向 したイ トーヨーカ堂の 「チー

ムMD」 があげられる。イ トーヨーカ堂のバイヤーがコーディネータ役となり、素材メーカー、

縫製メーカー、商品企画会社、物流業者などの核となる企業が参加 し、高品質の商品を低コス

トで生産 しようとするものである。この動きは、直線的な価値連鎖を基本に形成されていた系

列システムに対 して、 「意思決定の共同化」を円滑に進めるためネ ットワーク型システムを志

向する点に一つの特徴がある。

IVチ ャネルシステムの再構築一"ビ ジネスシステム"の 視角

マーケティングチャネルを取り巻 く環境要因が変化する中で、具体的にチャネルはどのよう

な問題を抱え、またどのような新たな取り組みを行おうと しているのか、これを明らかにする

ことが本章の課題である。ここでは、チ ャネル論の視点よりも、 ビジネスシステム(論)の 視

点に重点を置きながらその 「仕組みづ くり」にっいて分析を試みる。以下では、チャネル戦略

では最も進んでいる業界の一っと評される家電業界を取 り上げる。そこではリーダ0企 業であ

る松下電器のケースが中心となる。また、多 くの研究者が注目し始めた 「戦略的同盟」や 「生

販統合システム」についてはP&Gと 花王を取 り上げ、そのケースを検討する。最後に我が国

で最も優れたシステムと評されるセブンイレブンのシステムにっいても検討 したが、紙幅の関

係上割愛 し、その要点を図表に要約する26)(図表一3)。

1松 下電器のチャネルシステムの変容と新たな 「仕組み」づ くり

(1)歴 史的変遷

松下は、いち早 く系列小売店を組織化 し流通系列化策に取り組み成功を納めるなど、資生堂

と並んでわが国を代表す るマーケテ ィングの成功事例企業 として有名である。先に松下の系列

システムの立ち上がり期を簡単に振り返 ってみよう。松下は、戦後他の消費財メーカーが生産

体制の再建に追われる中いち早 く販売体制の整備にとりかかる。昭和21年 代理店(契 約卸売業)
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制度を、次いで24年 には加盟店(契 約小売店)制 度をそれぞれ復活させ、27年 末には3万3千

店に達 していたとされる。さらに昭和30年 代の電化製品ブームの時代の到来に呼応 し流通系列

化策を強化 し始めた。 しか しこの背景には、安売店に対するメーカーの出荷停止措置が独占禁

止法違反に該当するとの公正取引委員会の勧告が販売体制の必要性を強く認識させる結果になっ

たともいわれる。32年 に、松下の製品の専売度の高い有力連盟店 「ナシ ョナルショップ」が選

定され強力な販売支援策が投入される。いわゆる 「ショップ店制度」の導入である。これと並

行 して、全国各地の販売代理店(卸 売業者)と の共同出資による販売会社が設立され、34年 ま

でにその数は100社 にも達 した。他社もこの動きに刺激を受け、昭和30年 代前半までに販売会

社、系列小売店づくりに取り組んだ。昭和39年 、松下は昭和25年 以来の減収 ・減益を味わった

この年に、全国販売会社制度の確立を中心とす る新販社制度に乗 り出す。39年 に販売会社221

社、代理店220社 だったものが、1年 後の昭和40年 末には、代理店を廃止 し販売会社のみの174

社の体制とした。その後、販売会社の集約 ・再編成の動きの中で昭和50年 代に販売会社を県単

位に集約するという動きはあるが、昭和60年 前後までは特筆すべき大きな改革はない。いわば、

この時期までは迂余曲線はあるが基本的には系列システムの展開方法やその潜在的優位性に大

きな変化はなか ったと言える。系列システムの基盤条件に変化が生 じチャネルシステムに変容

の萌芽が見 られるのは、それ以降の昭和60年 代である。その時代以降の動きを詳細に検討 しよ

う。代表的な改革として以下の点が重要である。

(2)松 下の改革

第一に、他社に先駆けた積極的 な系列店活性化運動である。それは昭和60年 か ら実施 した

「変身シ ョップ作戦」と 「ヒューマンシ ョップ作戦」である。前者は店舗形態にっいて立地、

店舗規模、対象顧客の4つ の基本業態に分類 し、それに合わせた系列小売店の店舗改装を支援

するものである。rナ ショナルショップ」の約4割 に相当する約1万 店が実施 したとされる。

後者にっいては前者に加え、新たに情報機器、住宅関連専門店づ くりを進めたものである。さ

らに、平成元年からスター トした 「パナチ ェーン」の構築 ・導入と平成2年 の 「ナショナル店

会」解散に伴う販売促進集団 「MAST」(マ ーケ ットオ リエ ンテッド・エース ・ショップ ・

チーム)の 創設である。これらのチャネル戦略にっいては、既存の系列小売店支援策の枠組の

中で小売業のマーケティング機能を強化しようとした 「変身ショップ作戦」と 「ヒューマンショッ

プ作戦」とは異なった意味合いを持っており、この含意にっいては後に議論する。第二に、昭

和60年 代前半に60社 あった地域販売会社を再編 ・統合 し、販売促進機i能を充実 した広域圏販売

会社のrLEC」(ラ イフ ・エ レク トロニクス ・コーポ レーション)が 設立される。松下資本

が過半数以上を占める販売会社 「LEC」 は全国で21社 になった。 「LEC」 の設立の大きな

目的は、 「規模の経済性」の追求による業務の効率化、実需に対する迅速な対応、そして専門

スタッフの集結によるコンサルティングセールスの充実があげられる。っまり、販売支援活動

とマーケテ ィング活動が業務の中心として位置づけ られた。第三に、平成2年 に開始 した 「M

TM」(松 下マーケットオ リエンテ ッド・トータル ・マネジメン ト・システム)が あげられる。

これは情報ネ ットワークをベースに市場の需要に柔軟かっ機敏に反応できる製造 ・販売体制を

っくり、 「スピー ドの経済性」を実現す るものである。このシステムの導入に伴いビジネスシ

ステムも見直された。その概要は、①販売店の在庫負担を軽減す る(現 在の平均的在庫 日数は

展示在庫30日 、バ ックヤー ド在庫30日 の計60日)、 ②迅速な商品の配送体制を整備する(現 在、

小売店が発注から納品までのリー ドタイムは約1日 か ら2日)、 ③販売会社の在庫を事業部の

在庫として計上 し販売会社の在庫も事業部が責任を持っとともに、販売会社か ら系列店への販

売が行われた時点で事業部の売 りがたっ 「実需体制」とする、④在庫情報、販売情報などが迅
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速に端末か ら監視できる情報システムを整備する、⑤販売会社の販売計画と事業部の販売計画

を調整する、といったことである。さらにこれ らの改革に伴い、⑥物流システムも見直され、

物流拠点の集約化を含む情報と0体 となった 「フロー型物流システム」の構築に取 り組んでい

る。これ らの改革の背景には実需に支えられた流通体制の確立 ・整備が 目標としてあり、販売

会社 「LEC」 もそのシステムの0環 として機能することが期待されている。

(3)販 売促進集団 「MAST」 の仕組み

第一で指摘 した 「パナチェーン」と 「ナショナル店会」解散に伴う販売促進集団AMAST」

の創設という、松下の系列店策にとって重要な戦略的含意を持っその仕組みにっいて詳細に議

論 しよう。先ず 「ナショナル店会」解散に伴い創設された 「MAST」 の仕組みにっいて紹介

しよう。 「MAST」 は、これまで松下の系列店の運営母体である 「ナシ ョナル店会」の運営

の反省に立って新たに誕生 した販売促進集団である。入会資格としては、松下と契約を結んで

いる 「松下シ ョップ」(松 下製品をほぼ100%扱 う系列店)で あること、そ して月間の仕入額

が100万 円以上であれば原則的に入会できることになっている。入会に当り特別な契約は交わ

していない。現在全国で1万9千 店が加入し、1チ ーム約30店 で構成される 「地区MAST会 」

を基本的な活動基盤とし販売促進活動を中心に行 っている。r地 区MAST会 」の組織構成は

同地域のメンバー店(事 業規模の大小は考慮されない)が1つ のチームを結成する。その中か

ら選出される 「会長」店の指導(「 世話係」の表現の方が妥当)の 下 に、 「合同展示会」、

「愛情点検サービス」(個 別訪問 し点検サー ビスを実施)や 「訪問販売」などの活動を行 う。

この活動を支援するため事務局機能としてrLEC」 の販売促進担当者が配属されている。こ

の 「地区MAST会 」の特徴は、会長はメンバー店に対 して全く権限 ・責任を持たないこと、

会としての予算は一切持たないこと、そ して解散 した 「ナシ ョナル店会」のような親睦団体的

な要素は一切排除し販売促進を共同で遂行するという経済的行為のみに特化 していることであ

る。ちなみに、松下からは会長に対 して特別なりべ一 トや手当金は支払われていない。会長は

社会的インセンティブで機能 しているのである。

なぜ、このような集団を形成する必要があったのか。ここにマーケティングチャネルが持っ

本質的な一っの問題を導出することができる。それは、経済的環境条件という外的与件と言う

よりは組織集団が陥りやすい内的な社会的連帯感の問題でもある。

「ナシ ョナル店会」は昭和32年 に松下の大規模 グループ組織と して、 「福祉共済事業」、

「共栄事業」(店 会積み立てなど)、 「販売促進の支援」の3つ の理念を掲げ設立された。全

国2万7千 店が加盟 し、29連 合会と770地 区店会から構成されるこの集団は 「共存共栄主義」

の理念を実践する組織として、当時松下の大きな牽引力の役割を果たしたのも事実である。 し

か し時代が経過 し環境が変化するにっれ、零細小売店を中心として構成された 「店会」の経営

構造にも変化が起こる。端的には店主の高齢化であり、さらには零細小売商を営む最小の経営

単位が維持できなくなるという 「零細店舗における家商分裂」27)の進展である。だがこれだけ

であれば、メーカーの経営資源を活か した系列店支援策で再生す ることはまだ可能である。 し

かし悪いことにこの危機感が 「やる気のある店」の足を引っぱり、企業化精神温れる新規シ ョッ

プの加入を自分たちの商圏が侵されるという理由で拒みだしたのである。このような行動が可

能なのは 「ナシ ョナル店会」には予算の執行権限を持っ三役 という実力者が存在するなど会運

営の自主性 ・独立性がかなり強かったこと、そ して過去の成功体験が 「共存共栄主義」を誇張

的に解釈させる方向に働いたことがあげ られる。経営の危機感が自らの経営努力の方向に作用

せず自分達の既得権益を守る方向に働いた。r共 存共栄主義」を錦の御旗にあげた圧力集団へ

と変貌 した しまったのである。この悪循環の鎖を断ち切 るためにも、松下は新 しい集団を組織

/
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化す る必要があった。 しかも過去の経験を活か し、既得権益を守る圧力集団へと暴走 しないよ

うな組織や仕組みをっ くることが要請された。それが予算を持たず権限も持たない会長制度を

採用 した、販売促進という経済行為のみに特化する 「MAST」 会なのである。

(4)戦 略的小売集団 「パナチ ェーン」の仕組み

「パナチェーン」の仕組みについて簡単に紹介 しよう。rMAST」 と設立年代は相前後す

るものの、結果的に 「MAST」 の欠点を補いサポー トする組織 として 「パナチ ェーン」を位

置づけることができる。この組織は、運営本部を 「LEC」 とし 「パナ ・ショップ」を加盟店

とするVCの ような組織的結合をしているところに特徴がある。現在全国で約5000店 の 「松下

シ ョップ」(大 半は 「MAST」 店)が 、地域の運営本部 「LEC」 と契約を結び加盟 してい

る。提供するメニューは各地域本部によって異なるが、販売促進の指導、共同チラシの作成、

経営指導、顧客管理の代行等が標準的なサービス内容である。rパ ナ ・シ ョップ」側の義務と

しては、本部に対 して指導料として数万円(店 により一律ではない)を 支払うことと、経営業

績など経営内容を本部に対 してオープンにすることである。この会は、 「MAST」 が権限 ・

責任関係のない組織であるのに対 し契約によりかなり権限 ・責任関係を明確にした組織である。

仲間意識の連帯感だけではなく、両者の 「緊張関係」を基盤として競争力のある系列小売店を

育成 しっっある。それに連動 し 「MAST」 も松下本体か らの出向社員を引き上げ、 「地元の

言葉が理解できる」プロパー社員を重視 し始めている。

家電市場に占める系列小売店の販売額は年々縮小し、昭和48年 に約80%あ ったその比率が30

%を 割 り込む可能性も高いと言われている。松下もその兆候は免れないが、他方、同 じ家電業

界にあって三洋電機は唯一、年々系列小売店数を増加させている。そのチャネルシステムをこ

こで詳細に議論する余裕はないが、後ほど簡単に触れる。

2P&Gの 戦 略 的同盟

(1)米 国 における 「ウ ォルマー ト」 との戦略的 同盟

戦略的 同盟 といえば、P&Gと 米 国最大 の小売業 ウォルマー トのそれ が有名 であ る。 ウ ォル

マー トは売上高 の大 きさ とその成長率の高 さで も有名 だが、経費率約15%と 徹 底 した ロー コス

ト・オ ペ レー シ ョンの実践 でも注 目を集 めて いる。米 国では、QR(QuickResponse)やE

CR(EficientConsumerResponse)導 入 の前提 とな るEDIの 導 入 はかな り普及 している。

EDI(電 子 取 引デ ータ交換:ElectricDataInterchange)の 普 及は流通 の効 率化、 コス ト

の低減、 さ らに 自社 の競争 ア ップのため に、企業 、業 界を越 えた協力関係 の構築 が既 に必要不

可欠 なもので あるという認識が広 まって いることを示す ものであ る。 さ らに進 んで企業間の協

力体制 は強 まる傾 向にあ り、流通業者 とメー カーの協力関係の下 に経費 の削減 、利 益の改善、

プライベー トブラ ン ドの開発、長期的 な商品供給 ・価格 設定 などの改善等が志 向されてい る。

この ような協 力体制 が一般的 に 「戦 略的同盟関係」28)と呼 ばれ ているものであ る。特 に、米国

の食料品業 界では約300億 ドルの コス ト削減 を図 り効 率的 な食品流 通 システムを構築す るため

ECRの 導 入が図 られ ようと してい る。導入の 目的 は以下 の とお りであ る29)。

① 効率的 な商品品揃 え(EfficientStoreAssortments):品 揃 え の最 適化 によ る死筋在 庫、

販売機会 ロスの削減。

②効率 的な商品補充(EfficientReplenishment):ジ ャ ス ト ・イ ン ・タイム方 式の発注 ・補

充お よび ロジステ ィックス ・システ ム構築 による在庫圧 縮。

③効率的 な販売促 進(EfficientPromotionStrategies):フ ォ ワー ドバ イ イング(先 買い)

及 び ダイバー テ ィング(転 売)に よ る滞留在庫 削減。
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④効率的な商品導入(EfficientProductIntroductions):共 同商品開発、共同市場テス ト等

によるヒッ ト率の向上。

これ らの活動を通 して10.8%の 消費者価格の低下をもた らすことができると推計されている。

しかし食品業界をあげてこの取 り組みを始めた最大の理由は、協力なバイイングパワーを持 っ

たウォルマー トに対抗す るためでもあると指摘される。っまり、ウォルマー トの 「エブリデイ・

ロー ・プライス」(EverydayLowPrice)戦 略に対抗するためである。その戦略を実践する

ためウォルマー トは以下のものをP&Gを 含めメーカーに提案 した。

①メーカーは年間のプロモーシ ョン・コス トを通常の販売価格に織 り込む。

②小売側はフォワー ドバイイング及びダイバーテ ィングを行わない。

③上記②の代わりとして、メーカーはセン トラルバイイングの条件をよくする。

④小売側は年間の仕入量を確保する。

⑤上記④の代わりとして、メーカーは価格をできる限り下げ、かっ期間内の同一価格を提供す

る。

これに同調 したのがP&Gで あり、ウォルマー トと戦略的同盟を結び店舗側の詳細な販売情

報の収集やフォワー ドバイイングやダイバーテ ィングの阻止を図ることを企図し、さらにスー

パーマーケ ット業界に新秩序の形成を試みているとも言われる。p&Gと ウォルマー トの戦略

的同盟に貫徹する理念は、 「物流オペ レーションの合理化を進めて価値のあるものをいかに消

費者に提供できるか」であり、徹底的にムダなコス トを排除し競争力の向上を図ることが主眼

である。このシステムの特徴は以下の2点 に要約できる。第一は、効率的商品補充システムに

よるロジスティックスの効率化である。これはP&GがEDIを 活用 しウォルマー トの商品在

庫をセンター単位で管理 し自動的に補充するものである。 このシステムにより、短期の市場の

実需に即応する店頭品揃えを効率的な行うものである。っまり、あ くまでも市場の実需に基づ

く(追 随する)と いう意味で 「プル型」対応のシステムであり、オペ レーシ ョンレベルでの取

り組みであると言える。第二は、POS情 報によるマーチャンダイジングの改善である。これ

は、P&Gが ウォルマー トの各店舗か ら収集される販売情報を分析 しカテゴリーマネジメン ト

の改革に活用するものである。また、長期的な生産計画にも反映される。さらにこの情報をも

とにウォルマー トのバイヤーとP&Gの マーケティング部が長期的な視点で商品政策を議論す

るが、P&G側 か らすると、メーカーとしての新製品導入計画を伝える場としても機能 してい

る。っまり、消費市場に対して製品を提案 していくという意味で 「プッシュ型」機能として働

く仕組みを内在 させている。 この ビジネスシステムは、 「プル型」機能を基本としなが らも

「プッシュ型」機能を併存させた仕組みであると言える30)。

(2)日 本における 「中核代理店卸」との戦略的同盟

P&Gは 、日本においても戦略的同盟を結ぼうとしている。 しか し、それは米国でのそれと

は異なるものである。日本では米国のケースのように小売業と直接取引するのではなく、卸売

業と戦略同盟を提携することによりチ ャネル戦略の遂行を試みている。その戦略的同盟の中核

となる戦略は、約2400の 卸売企業を約100社 に集約化 した 「中核代理店制度」にある。 この制

度は昭和61年 に始まった。多 くの卸エリア単位に中核となる有力卸を1社(い わゆる1次 卸)

に絞 り込み、他の卸は2次 卸(現 在約500社)に 降格させるというものである。現在、この制

度の導入で全国約8割 のエ リアをカバーしていると言われる。なぜ 「中核代理店制度」を導入

したのか。それは、P&Gが 日本に進出した昭和47年 に遡ることになる。当時は日本企業数社

との合弁で事業を展開 し始めたP&Gは 、日本の取引慣行にっいての情報不足も相まって合弁

先企業(数 社で構成)の 輻綾 したチャネルを整理することなく利用さぜる得なかった事情があ
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る。そのため、チャネル統制が困難で企図するマーケテ ィング戦略が採れず事業展開に苦心 し

たことがあげられる。それに加え 「花王の販売会社制度を活用 した戦略に脅威を抱いていた」

ことも同制度導入の大きな刺激となった。そこで、P&Gは 「顔の見える取引」を行うことに

より 「共通の目標の共有化」を図ろうとした。っまり 「パー トナーという限られた卸との取 り

組みの方がP&Gと してもやり易いし、先方にとっても限られた中でや っているという意識を

もってもらいやすい」という関係の構築を戦略的に志向 したのである。例えば、その関係を通

して 「目標の共有化」や 「取 り引きの合理化」、さらには 「取引先の教育」や 「エ リア内での

過当競争か ら生 じるロス ・リーダーの排除」が行い易 くなると言う。

しか しなぜ米国のように小売店と直接取引をしないのか。その疑問に対 しP&Gは 以下の2

点の理由をあげる。第一は、消費者の満足を第一義的に考えた価値を提供できるムダの無いチャ

ネルづくりが重要であるとした上で、多くの小売店に多品種少量の製品を効率よく流通させ る

には(米 国ではパ レット単位、日本ではピース単位といった相違がみ られる)、 トランスファー

の役割を担う機関(対 大手小売業の場合でも)が 必要であると指摘する。日本の場合それは卸

売業を活用することであり、P&Gの 「中核代理店制度」もその役割を期待 していると言う。

第二は、日米の大手小売業の機能構造上の相違である。米国の小売企業は日本の卸売業の機能

を併せ持っところが多いと指摘する。例えばウォルマー トの場合、自社でディス トリビューシ ョ

ンセンター(保 管倉庫)や トランスファーセンター(輸 送用品揃えセンター)を 保有 している

と言われる。 日本の場合そのような機能を持っ大手小売業は数少ない。 したがって 「米国流の

戦略的同盟をそのまま日本に適用することは困難ではないか」とP&Gは 指摘する。

最後に、米国と異なって採用されている 「中核代理店制度」の特徴とそれを活用 したP&G

のビジネスシステムにっいて簡単に触れてお く。第0に 、チャネル形態は販売会社を軸とした

花王と、問屋に依存 したライオンとの中間に位置すると指摘される。第二に、ビジネスシステ

ムの基本理念として卸売業の介在という相違はあるが、米国のそれとは大きな差異はないよう

に思える。パー トナーとしての卸売業を活用したロジスティックスの効率化、そ してカデゴリー

マネジメン トを標榜する 「スペースマン」(棚 管理システム)を 活用 して小売業の直接的なマー

チャンダイシングへの提案などを積極的に展開しようとしている。っまり 「プル型」機能 と

「プッシュ型」機能を並存させた仕組みづくりに努めているのである。

この事例からチャネル構築に関 して以下の点を指摘することができる。第一に、 「プル型」

機能と 「プッシュ型」機能を並存させた仕組みづ くりの視点である。第二に、 日本での事例に

みられるように、メーカーと小売業との直接取引だけが最も優れたビジネスシステムの姿では

なく、卸売業を介在させたシステムの中で取引の効率化を図る方がチャネル戦略上有効なケー

スがあるということである。そ して第三に、上記のケースに関して 「顔の見える取引」、つま

りパー トナーとしての関係の中で 「共通の目標の共有化」を図ることの重要性が示唆される。

第四として、米国のウォルマー トとP&Gの 事例にみられるように、戦略的同盟は両社間に様々

なメリッ トを与える反面いずれ どこかでその限界に突き当た らざるを得ない危険な側面も内包

していることである。

3花 王とジャスコの生販統合システム

花王とジャスコの生販統合システムは、わが国でのECR型 戦略提携の第1号 とされる。花

王とジャスコの提携の契機は、提携以前か ら 「ビジネス以上の付き合いがあり親類みたいな関

係」と言われるぐらいかなり親密な企業間関係にあったことがあげられ る。また、花王の製品

はジャスコの日用雑貨部門で約30%の シェアを占め、当製品カテゴリー内では トップのシェア
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を占めている31)。提携の発端は、これらの状況を踏まえ情報の共有化をべ一スとした双方のコ

ス トダウンを図ることに同意 したことが主因であると言われる。取 り組みの内容は 「ムリ・ム

ラ ・ムダの排除を第一義的に目指 したシステムづくり」であり、以下の取り組みが計画され実

践されている。

①取引業務の革新

②発注の革新

③棚割の革新

④商談の革新

⑤売り場の革新

現在まで、これ らの取り組みは2段 階に分けて進め られている。第一段階は'93年10月 か ら

開始されたEDIの 導入である。っまり 「取引業務の革新」で、受注、発注、納品、請求、支

払い、商品情報、販売動向などの商取引情報にっいて一切伝票を使わない 「ペーパー レス化」

の推進である。花王からジャスコに出す納品伝票だけでも36万枚にも達 していると言われるだ

けに合理化効果は大きい32)。第二段階は、'94年2月 か ら開始 された。店別単品販売量のPO

S情 報に基づき花王が店別在庫補充量を算出し納品するという自動発注システムへの取り組み

である。っまり 「発注の革新」である。現在、適正な在庫量や納品数量にっいては両社で話合

いながらロジックの調整を行 っているが、基本的には花王が自社のコンピュータで判断するこ

とになる。また 「棚割の革新」も実施され、花王の提供 した棚割システムをベースに品揃えの

最適化を図ることが可能となっている。ジャスコは従来、年2回 の棚割変更を していたが、こ

のシステムを使えば理論的には週2回 の棚割変更が可能になる。 この生販統合システムは、米

国におけるECRの 導入手順と一致 した経緯をた どってお り、0見 するとP&Gと ウォルマー

トとの戦略的同盟ともよく似ている。 しか し、P&Gと ウォルマー トとの戦略的同盟は自動発

注システムの成熟化やカテゴリーの利益保証関係にまで進展 しているのに対 し、花王とジャス

コの関係はまだ初歩的段階で止まっている。またこの生販統合システムに対する両社の期待は、

「1社 では合理化に限界があり取引先まで広げてコス トダウンに取り組むことが大切」という

共通の認識は持 っているものの、将来構想になると両社間で微妙に食い違 っている。その端的

な例としては共同開発への取り組み姿勢であり、ジャスコは肯定的であるのに対 し花王は否定

的である。さらにこの生販統合システムは、上述 したECRと 同様のメリッ トは指摘され得る

が以下のような課題も指摘される。第一は、ジャスコ側において自動発注が進むことにより、

「顧客を発見し理解する能力」が欠如 しないかという危惧である。第二は、このシステムによ

り花王との取引がシステム化され最適化されるほど、ジャスコ側に他社との取引にオペ レーショ

ン上の支障が生 じる可能性が高いということである。第三に上述 したような両社の志向の相違

についてどの段階で妥協を図るのかという将来構想の問題である。

最後に、このシステムの構築を可能としている要因として花王 自身も指摘するように、販社

という卸売機能の存在があげ られる。 この点にっいては、 日本におけるP&Gの 戦略的同盟で

も指摘 したとおりである。ジャスコ側も他社メーカー(ラ イオンやP&G等)と の取引におい

ても、卸売業を活用 したECRを 構築 したいと言う。 日本におけるメーカーと小売業の新たな

取り組みは、米国とは異なった形での統合システムが展開され る可能性は高い。っまり、日本

のP&G、 イ トーヨーカ堂そしてセブンイレブンがそうであるように、既に日本の流通制度に

深く根付いている卸売業を活用 した統合システムを構築する方が、メーカー、小売業双方にとっ

てのメリットが大きいのかも しれない。わが国では、中間組織の原理を活用することが競争優

位に結び付 くことの傍証として理解できる。いずれにしても、メーカーと小売業がこのような
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取 り組みを模索 し始めていることは、わが国の流通チャネルや伝統的系列システムの今後を占

う上でも大きな試金石となることは間違いない。

図表一3代 表的企業のチャネルシステム(ビ ジネスシステムの視角)(1)

代表的 なチ ェーンの 代表 的 チ ェー ンの チ ェ ー ン 組 織 チ ェ ー ン 組 織

組織名(戦略的組織) 組織原理(店 舗数) の 運 営 方 法 の 強 調 点

・MAST ・販売会社LECが ・パ ナ ・シ ョ ップ とLE ・松下の理念を地域に浸透さ

(松下 工一ス ・シ ョ
本 部 と な るV.C Cが 契約。指導料とし せるための組織展開。

松下電器の 的性格 。 て一定の料金(一 律で ・売上などの店舗規模拡大が

系列システ
ップ) (5000店) はない)を 支払 う。 第一 義的。
・パ ナ ・チ ェー ン ・販 促、経営指導 、顧客 ・MAST会 の弱点(権 限 ・

ム
(LEC発 足後の 管理の代行等を実施。

・商品は各店仕入。

責任関係なし)を補う組織。

1989か ら展開)

・ssc ・メンバ ー店 か ら選 ・本部店 とメ ンバ ー店 が ・小売業の知を活かした組織

(サ ン ヨー ・バ ラ ・ ばれた小売業が本 契 約。 フィー と して売 展開(事 業拡大の意欲等)。
チ ェー ン) 部 とな るF.C的 上の数%(2%程 度) ・店主の生涯設計に重点をお

三洋電機の ・sss 性 格。(400本 部 を本部店に支払 ・経営 いた利益重視の姿勢。

系列システ (サ ン ヨ ー ・サ テ 2000店) 指導は本部店が実施し、 ・メ ンバ ー店 間では経営成果

ラ イ ト ・シ ス テ
事務局は販社。 がオ ープ ンにされ る。

ム
ム)

(1972に 実 験 、1981

・商 品は各店仕入。

・メ ンバー店で構成 され

る。r社 長会」(月1回)

・メ ンバ ー間では仕入値 は同

じ。(平 等 性の原則)

よ り本格的に展開) が最高意思決定機関。

・FC店(4タ イプ) セブンイレプン本部 ・FC料 と して荒利益額 ・荒利益を分配する共存体制。

5372店 との関係 の43%前 後(タ イプに ・本部の強力な指導力と加盟

セ ブンイ レ

ブンのシス

テム

・自営店:151店

(1973に システム導

入 し1974に 第1号

を東京 ・豊洲でオー

・加 盟 店:F .C契

約。
・納入業者:管 理 シ

ステ ム

より異なる)を 支払 う。
・荒利益額 最低保証制度

(1900万 円)が ある。
・OFC(オ ペ レー シ ョ

ン ・フ ィール ド・カウ

店の 自律性 を活か した シス
テム構築。
・加盟店の公平的取扱が徹底。

(イ ニシャル ・コス トや加盟料金等)

プ ン) ンセラー)が 原則週2

回加盟店 を指導。

・徹底 した ロス排 除のシス テ

ムで利益 を追求 。

図表一3代 表的企業のチャネルシステム(ビ ジネスシステムの視角)(2)

本部(販売会社)

の 役 割
系 列店 の概 要

系列店(加盟店)

の 品 揃 え

系列店の自律性 ・

意欲の創出 ・維持

松下電器の

系列システ

ム

・本部と販売会社が

同一であるために、

販売責任とスーパー
・バイザーという

矛盾する役割が並
存(発 足当初は分

離)

・大半がMAST店(19000

店)か ら構成
・自前で経営可能な企業家精

神旺盛な店舗は参加してい
ない。
・指導力の面で系列店から若

干の不満あり。

・原則的に自社製品

に限定される。た

だしグループ企業

の取扱は一部ある。

(例:松 下電工の
製品)

・中堅層以下の系列店に

っいては、経営指導や

業務代行等による経営

力向上の支援。

三洋電機の

系列システ

ム

・小売店主導型チェ

ーン運営のため、

販社は事務局とし
てのスタッフ的役

割に専念。
(三洋の方針は月
1回 開催されるメ
ンバー主催の 「社

長会」で伝達)

・SBC(サ ンヨー ・バ ラ ・

チ ェー ン:6000店)店 の一

部 で構成 され ている。
・他 の家電系列店か らの転換

組 も多い。
・経営意欲 旺盛 な店舗が参加 。

・自社 製品 と関連製

品

(アシス ト・ブラ

ン ド:40社200品

目)。
・系列 店専用のSB

C重 点 商 品 あ り

(荒利益率 を高 く

設定)。

・本部店 になると、メ ン

バー店の売上 げ増 加等

によ り、 フ ィーが増 大

す る仕組み。

セ ブンイ レ

ブンの シス

テム

・本部は原則的に仕

入 ・在庫機能を持
たずサービス(経

営指導等)提 供に

専念。
・加盟店利益の追求

が第一義的。

・業 種転 換が多 いが 、脱サ ラ

組 も2～3割 存在。
・リクルー ターが加盟 後の満

足度 も重視 して、加 盟店を

選別 。
・業績 の伸びは他CVSと 比

較す る と、か なり伸 びてい

る。

・本部推奨5000品 目

の内約30∞品目を
加盟店の商圏に応

じ独自に選択。
(PB商 品含む)

・発注業務は、加盟店の

権限と責任で行われる。
・店頭業務に専念できる

仕組み。
・運営が軌道に乗れば加

盟店夫婦の労働が軽減
される仕組み。
・新製品の継続的投入。
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Vお わ りに

最後に、上述のケース分析を踏まえなが らマーケティングチ ャネルが抱える現代的問題にっ

いて検討する。またこれらの結果を通 して、チャネル構築に向けての実践的インプリケーショ

ンとともに若干の理論的課題にっいても仮説的に提起 しておこう。

1マ ーケティングチャネルの現代的問題

ここでの主張点は、チャネル変容問題は外部環境の変化要因だけに帰着させて理解するだけ

では十分でなさそうだと言うことである。その点を強調 しチ ャネルの現代的問題を検討 してお

こう。第一に系列小売店の問題である。その一つめは、松下の例でみたように店主の高齢化と

「零細店舗における家商分裂」の進行が既得権益集団化というような悪循環の罠に陥っている

ことである。それに関連 し付け加えると 「価格破壊神話」に自滅す る零細小売店の存在も指摘

できるかもしれない33)。っまり、小売店主の 「やる気」の阻害が自生的悪循環の中で引き起さ

れている可能性があることである。二っめは、系列店の品揃えは系列メーカー製品に限定され

品揃えが狭いことである。松下はグループ企業内の品揃えで対応 しようとしているが、三洋電

機はさらにそれを進め他企業の製品(三 洋では 「アシス ト商品」 と呼び、現在約40社 の200品

目を取り扱う)を 品揃えに含め系列小売店に提供 している。三っめは、系列小売店問題はある

種のパラ ドクスが存在することである。自社のコン トロールに適する自律性の相対的に低い系

列小売店の存在がメーカーの成長に適 していたが、現在の環境下では系列小売店は自律性が低

いが故にメーカーの志向する機能面での分権的システムには対応 し難い。まさにチャネル管理

と系列店の自律性に関するパラ ドクスである。 しか し品揃えの狭 さを克服するために他社製品

を提供することにも問題はある。それは他社製品の品揃えを強化 しすぎれば、チャネル統制が

困難になるからである。ここにもチャネル管理と品揃えとのパ ラ ドクスは発注する。

第二としては系列システムの中心的役割を果たす販売会社の問題があげられる。松下の場合、

実需に支えられた流通体制の確立 ・整備を 目標として 「MTM」 の導入とそのシステムの一環

として機能する販売会社 「LEC」 が創設された。その中で 「LEC」 は販売支援活動とマー

ケテ ィング活動が業務の中心として位置づけ られた。この動きは市場 リスクへの対応と不確実

性吸収のメカニズムの調整問題として理解できる。おそらくこの問題が意識され始めた契機は、

メーカーの製品種の増大と小売業の店頭品揃えの多品種化が相互依存的に繰 り返され、増幅的

な商品の多様化と短サイクル化が引き起されたことにある。多品種化は在庫 リスクを 「量」の

大小か ら色 ・柄 ・イメージという 「質」へと変質させることで リスクを増大させる。短サイク

ル化は需給斉合の時間的側面で リスクを増大させる。 この結果、独立 した利益責任を追求する

メーカーと販売会社は、お互いに陳腐化する在庫を市場へと押 し込むインセンティブに駆 られ

る。そのことが リベー トの増大やDS(デ ィスカウント・ス トア)へ の製品の横流 しを招く。

この悪循環が市場での値崩れを引き起こし、系列メーカーとしては最も危惧する系列店からの

批判を招 く。では、なぜ販売会社にそのような問題が生 じるのか。一っめは、系列販売会社は

メーカーの専属的役割を担 うので、一般卸売商人が遂行す る中間在庫の持ち合いによる社会的

リスクの低減(リ スクの分散)を 十分に遂行できないことである。っまり基本的にチャネル内

で不確実性に対処 しリスクを吸収 しなければならない。二っ目は、上述と関連するが、系列小

売店の 「延期型」在庫投資活動の反作用で生 じるリスクをメーカーと販売会社が吸収しなけれ

ばならないことである。三っめは 「市場の有界性」34)の低下が指摘され るが、それにかかわる

中間組織メカニズム変容の問題である。中間組織パラダイムに従えば、その特徴はある程度の

自律性や独 自性を発揮 しながら環境変化に微調整を繰 り返 しなが ら適応 してきたことにある。
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もし 「市場の有界性」が ドラスチックに低下すれば、このメカニズムが十分に機能 しないこと

が考えられる。っまり、市場 リスクへの対応 と不確実性吸収のメカニズムの修正への対応が求

められているのかもしれない。

しかし商品の多様化と短サイクル化の問題は必ず しも外的環境(例 えば消費者の購買行動の

変化)だ けによって引き起されたものではないという可能性を改めて確認 してお く必要があろ

う。っまり、チャネルシステムの各メンバー自からがその状況を相互依存的に招きリスクを高

めた側面もあるという点である35)。比喩的に言えば 「外なる敵よりも内なる敵に揺さぶられる

チャネルシステム」とでも表現できようか。

ここではチャネルの現代的問題として、数多 くある問題の中で、チ ャネル自らが社会的相互

依存関係の中で変容の源泉を誘発している可能性を強調 しておきたい。

2チ ャネル問題についての理論的 ・実践的課題

上述では、系列小売店と販売会社に焦点を当てチャネル変容の現代的問題をみてきた。そこ

での議論で、いくっかの実践的インプリケーシ ョンが示唆された。ここでは、とりわけチャネ

ルメンバー(系 列小売店など)の 「やる気」の醸成と 「顧客を発見し理解する能力」を育成す

る仕組みづ くりの重要性を強調 しておこう。それはチャネルシステムにおける市場 リスクへの

対応と不確実性吸収の問題は、っまるところ市場との取引接点である小売店の役割に依存する

ところが大きいからである。っまり、小売段階の成長が最終的に不確実性を吸収 し市場 リスク

を低減するか らである。そしてもう一点つけ加えるとすればチ ャネルシステム全体のバランス

を考慮 しなが ら系列小売店が分権化 した機能を遂行できるような仕組みを再構築することであ

る。これにっいては、いくっかの点で家電業界では三洋電機、流通業界ではセブンイ レブンの

ビジネスシステムが参考になろう(図 表一3)。

最後に、理論的課題にっいて若干提起 しておこう。第一に、チャネル変容は外的な環境要因

だけに規定されていない可能性があることである。この点にっいては前述 した統制の3つ のパ

ラダイムを含め既存のチ ャネル理論では、その理由を十分に説明できない可能性を示唆 してい

る。第二に、とりわけ強調 した系列小売店の 「やる気」の醸成の問題である。経済的インセン

ティブだけでなく社会的インセンティブの視点も含めて一層研究 していく必要があろう。第三

に生販統合の動きを理論的にどのように説明す るかである。この問題にっいては 「リレーシ ョ

ンシ ップ(Dwyer,F.R.etal.(1987))や 「信頼」(Anderleeb,S.S.(1992))を 視座にし

た研究が進展 している。 しか し我が国ではPB(プ ライベー ト)商 品を除き、今だわが国では

米国のように共同製品開発にまで至る本格的な統合化はみ られない。また卸売業を介在させて

いるケースも多い。 この点にっいては今後の展開を十分見守る必要があろう。

これ らの理論的課題は上述のケース分析か ら仮説的に提起 したものである。今後さらに、理

論的研究を深めなが ら、また他の産業のケースを分析す ることにより慎重に吟味 してい くこと

が必要である。今後の筆者の課題 としたい。
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[注]

1)わ が 国流通の構造や取引内容に焦点を当て、その特徴 ・特性にっいて論究 している優れた研究は数多

い。例えば、田島(1984),久 保村 ・流通問題研究会(1988),田 村(1986),三 輪 ・西村(1991),

宮澤 ・高丘(1991),三 村(1992),丸 山(1992)な どがあげられる。また、取引と独占禁止法との関

連では矢部 ・山田 ・上杉(1991)、 多段階性の時系列分析では太田(1989)な ど参照のこと。

2)流 通や取引の構造変化を指摘するものは、ビジネス雑誌 ・実務書を含め非常に多いが・最近の優れた

研究の一つとしては加藤(1995)が あげられる。

3)チ ャネル研究の蓄積は深くここで全てを紹介することは困難である。さしあたり、本稿の関連で代表

的な研究をあげておく。Alderson(1957),Mallen(1963),風 呂(1968),田 村(1980),Stern

etal.(1989),石 井(1983),石 原(1982),Andaleeb(1992),高 嶋(1994),崔(1995)。

4)ビ ジネスシステム(論)は 、米国では経営戦略論の範疇で様々な名称で呼ばれてきている。 しか し・

わが国で明示的に提唱され しかも多 くの研究成果が現れだ したのはごく最近のことである。以下では、

わが国での先駆的研究者である加護野(1993)の 概念を示 してお く。 ビジネスの世界における競争には

2種 類のものがあり、一っは個々の商品サービスレベルでの競争、もう一っはビジネスシステムレベル

での競争である。後者は前者に比べ、目立ちにくいが、その優位は長期にわたって持続する傾向がある

と指摘する。 ビジネスシステムとは、商品を開発 し、顧客に届けるための能力と仕組みである。企業内

部の分業の仕組み(っ まり組織編成)、 仕事を行うための技術やノウハウ、物的 ・人的資源(経 営資源)、

企業外部との連携の仕組み(企 業間関係)、 生産や物流さらに取引の仕組み(ロ ジスティック・システ

ムや流通システム)、 人々の物の考え方や見方(パ ラダイム)な どから構成されているのがビジネスシ

ステムである。ある分野で事業を営むための総合力だといってよいとする。

5)ケ ース ・スタディーの有効性にっいては、Yin(1984)を 参照のこと6

6)本 稿では紙幅の制約で、とりわけ第II、 第III章はその内容を大幅に割愛 している。そのため、網羅的

な紹介になっている点は否めない。これ らの章については、他の研究者と共同で出版予定の著書 「生産・

販売のビジネスシステム」(仮)の 中で詳細に議論を行う予定である。

7)風 呂(1968)は 以下のように指摘する。製造業者を操作主体とし販売業者を被操作者とする 「行動シ

ステム」を製造業者のマーケティング目的にそうように構築 し維持する、そのような行動システムを特

に 「マーケティング ・チャネル ・システム」と呼ぶ。

8)三 村優美子(1992)『 現代 日本の流通システム』等参照。

9)Kotler,P.(1986),"PrinciplesofMarketing,"Prentice-Hal1,1986,p448.(村 田昭治監修

『マーケティング原理』,ダ イヤモンド社,1988)

10)そ れ ぞれのタイプの特徴にっいては、例えば以下の文献を参照のこと。

McCammon,B.C.,Jr.(1970)"PerspectivesforDistributionProgramming,"in.L.P.Bucklin

(ed),VerticalMarketingSystems,ScottForesmanandCo.,p.43.;陶 山計介 ・高橋秀夫編著

(1994)『 マーケティングチャネル』,PP.58-60.

11)3タ イ プの分類にっいては主に以下の文献に依拠 した。矢作 ・小川 ・吉田(1993)、 日本経済新聞社

編(1993)、 鈴木 ・関根 ・矢作(1994)

12)流 通在荷とは、個別生産企業にとっての潜在的販売額の大きさに対応した商業企業の購入額をその製

品の回転数で除した値で、それはその製品がその市場空間において常に流通在荷として市場にとどまら

なければならない大きさを貨幣単位で表現したものである。っまり、流通在荷の大きさは、当該寡占企

業の製品が特定の市場でっねに滞留する量を貨幣単位で示 したものといえる。(石 原武政(1982),

pp.218-224.)
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13)丸 山(1992)は 、 自動車 ・家電 ・医薬品 ・化粧品の分野での歴史的経緯より、 「戦後の高度成長期の

大量生産=大 量販売体制を確立していく過程において、とりわけ取引に関わる情報収集 ・伝達上の効率

性の追求を媒介にして、製品政策、販売促進政策の展開と連動する形で、流通系列化が進められた」と

指摘する。

14)こ の問題は商業経済論の枠組みの中では、商業資本排除の問題として扱われる。商業資本自立化の展

開については森下(1977)参 照 のこと・ま,た・マーケティング全体の活動とも関連するが、風呂(1968)

は以下のように指摘する。マーケティング活動は種hの 側面を持つけれども、それは究極するところ、

そうした(排 他的独占化を意図する…筆者注)産 業資本がその利潤目的を達成するために市場占拠率を

拡大 ・維持 し、そこで独占的な価格で製品の差別的価値実現をはかることであった。その意味で、商人

依存からの決別も、それ自体が産業資本家にとっての目的ではなく、製品政策、価格政策、広告その他

販売促進の諸政策がそうであるように、市場競争における 「差別的有利性」を確保 し、差別化された価

値実現を図る手段として要請されたものにほかならない(p.142)。

15)情 報 プロセシング理論を適用 した研究の中でわが国の代表的なものとしては、野中(1974)、 加 護野

(1980)、 石井(1983)の 研究があげ られる。

16)も う一つの 「情報プロセシングによる不確実性対処」とは、不確定要因の動きを察知 し、それに対応

して組織自体の行動を変えることによって不確実性に対処する方法である。この対処方法の基本は、組

織は不確実性発生主体がとりうる状態よりも多い行動代替案を準備 し、不確実性発生主体の行動を監視

しっづけなければならないことである。っまり 「最小有効多様性の原理」に基づ く行動原理が必要とさ

れる。

17)ウ ィリアムソンの取引費用パラダイムを流通に適用することの批判もみ られる。例えば、風呂(1978;

1987)な ど参照のこと。

18)丸 山雅祥(1992)参 照。

19)例 えば、今井賢一(1983)、 今井 ・伊丹 ・小池(1982)、 今井 ・伊丹(1993)な ど参照のこと。

20)「 特殊化した資源のリスク」とは、特殊化した資源とは流通を完全に統治するには非常に大きいコス

トがかかるだけでなく、その投資は他には応用の効かない特殊化 した蓄積になる。そのことの リスクで

ある(石 井(1991))。

21)こ の 「中間組織」としての性格を持った流通システムが、わが国の流通系列化の特徴であると多くの

研究者から指摘される。

22)こ の調査では 「系列化」の定義にっいて次の内容を被調査者に示している。 「系列に入っている」と

は、 「取引先と特約店契約や代理店契約を結んだり、または取引先から経営面などの援助を受けること

をいいます。そのかわ りに取引先の商品を優先的に販売することをいいます」と説明している。この定

義内容に曖昧性が残る懸念はあるものの、全体的な傾向を一応理解するには最適なデータ源であると判

断される。なお小売業を対象とした系列化に関する設問は、第6回(平 成4年10月 調査)か ら初めて実

施されている。なお、紙幅の制約で一部分析資料の紹介は割愛 し結果の要約のみに止めている。詳細は

別稿で紹介する予定である。

23)パ ワー ・マーケティングとは、 「マーケット・パワーの形成を志向し、それを強化する方向でマーケ

ティング行為を展開 していくことが、市場問題の万能薬になるという信念に基づくマーケティング行動

の体系」のことである(田 村(1994))。 そ の崩壊の兆候として、 「消費者のブランド忠誠の衰退」、

「系列経路の崩壊」、 「メーカー希望小売価格を基準とする建値制の形骸化」を示 している。

24)流 通 分野における延期の概念の重要性はオルダースン(Alderson,W.(1957))に よって強調され、

バ ックリン(Bucklin,L.P.(1966))が これに投機の概念を対比 し理論的拡張を行 ったものである。

また、最近では田村(1989)に よってこの概念が再評価され、市場戦略論にこの投機一延期の原理を応
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用 した。田村(1989)に よると以下のように説明される。生産 ・流通システムにおける在庫投資は、一

般に次の一連の決定をともなっている。在庫すべき製品形態(製 品の属性)、 在庫の地理的位置(生 産

地、中間地、小売店頭での在庫)、 在庫の先物性(市 場危険を負担する在庫の比率)で ある。 「投機型

在庫投資」は、以上の決定をタイミング上できるだけ早い時点で行うというものである。すなわち、製

品形態の決定は、生産段階ですべて行われる。在庫位置の決定にっいては、小売段階で欠品による販売

機会損失を発生させないという配慮を中心に行われる。そして、市場危険を負担する先物在庫の比率が

大きくなる。一方、これに対 して 「延期型在庫投資」は次の性質を持っ。第一に、製品形態の全体的決

定が、製品のソフ ト化によって流通段階にまで延期される。っまり、製品の最終加工が可能な限り最終

消費地に近いところまで延期される。第二に、在庫位置の決定にっいて延期が図られる。っまり、最終

需要地に近いところでの在庫量はできるだけ削減される。第三に商流面でも在庫投資の延期化が図られ

る。っまり、生産 ・流通の各段階における企業において、市場危険を負担する先物在庫比率は、低下す

ることになる。また高嶋(1994)も 、製品流通の投機型から延期型への動きがみられるとした上で、延

期化をもたらした要因として、 「情報処理と物流における技術革新」と 「消費者需要の不確実化」とい

う2種 類の環境変化をあげる。

25)流 通の変動を説明するこの 「延期 ・投機」の理論では、原理的には流通主体全てが延期型行動を採用

し流通在庫を皆無にすることが可能になると理解される。しかし現実的問題としては、小売段階で顕著

な傾向となってきた 「延期型」在庫投資活動(に よるリスク転嫁)を いかにチャネル全体で吸収するか

は大きな課題であり、この解消には生産 ・流通取引活動の加速化、っまり 「速度の経済性」を享受でき

る仕組みづくりが大切であると指摘される(田 村(1989))。

26)本 章でのケース内容は、平成6年 度から平成7年 度にかけて実施 したインタビュー調査に負うところ

が大きい。当該企業の担当者および関連企業の担当者の一人ひとりのお名前をあげることはできないが、

ここで改めてお礼を申し上げたい。なお、松下の歴史的変遷の記述については、矢作(1993)、 加護野

(1993)、 下谷(1994)の 各文献も参照 した。

27)「 零細店舗における家商分裂」の概念は石井(1994)に より提唱された。 「家商分裂」とは、 「家族

がすでに小売業の経営単位でなくなって しまっている」事態や 「商売と家族は別だ」と意識される事態

のことを言う。家商分裂 した家族は商店主を再生産する家族とはなり得ないことが指摘される。さらに、

店主の加齢化がこの傾向に追い打ちをかけているという。この傾向は、商人にとって絶好の成長のチャ

ンスであった消費社会の到来が家商分裂を引き起こすというパラ ドクスであるとも指摘される。この点

は、以前に比べ成長率は鈍化 しているが他の小売業態に比較すると以前高い成長を遂げているCVSの

加盟店の意識調査からも傍証される(商 業界(1994)『 コンビニエンスス トアのすべて』,P.37.参 照

のこと)。

28)こ こでは厳密な定義をせずに戦略的同盟という用語を用いている。いわばビジネス雑誌等で一般的に

用いられているような意味で用いている。この厳密な定義とその特徴にっいては、例えば米谷雅之(19

95)等 参照のこと。

29)詳 しくは、三輪総合研究所(1994)『 海外卸売業事情一 アメリカを中心 として一』、"Efficient

ConsumerResponse(ECR):EnhancingValueintheGroceryIndustry",ECRCommittee,

1993.1.な どを参照のこと。

30)日 本でも先駆的事例として賞賛されるこの同盟関係も、現在順調に継続されているかにっいては否定

的な見解もある。原因の一っはウォルマー トがP&Gに 過 大な要求を迫っているからだと言われる。風

呂(1968)が 指摘する 「商人の論理とメーカーの論理が対立す る契機」にまで到達していることの傍証

ともみれるが、この点にっいては詳細な検討が必要である。

31)ジ ャスコはワコールとも戦略的同盟を提携 している。インタビュー調査によると、平成7年 度に第一
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段階 目の取り組み一 自動発注システムの稼働一がスター トする予定である。ワコールの場合、自動発注

の対象となるのは 「Wacoal」 ブラン ドではなく量販店向け 「wing」 ブラン ドの商品である。しか しこ

こで強調しておきたいことは、花王のケースと同様に、ワコールとは長年の取引実績があり、かっ製品

カテゴリーに占めるワコールのシェアが高いことである。 この事実は、 「信頼」の概念と関りチャネル

問題を考える上で重要な点である。

32)山 田泰三(1994),PP.220-225.

33)例 えば、この現象は 「トイザ らス」進出に伴う橿原市域の地元玩具店でもみ られた。 「トイザらス」

の価格破壊の宣伝が余りにも強すぎたため、その前評判をもって進出前に地元玩具店5店 の内4店 が転・

廃業の意思決定を したと言う。 しか し、地元関係者からのインタビューによると 「トイザらス」の業績

内容や価格内容は前評判ほどでもなく、コンサルティングセールスに重点をお く地元玩具店の戦略の奏

功などで 「トイザらスの影響はそれほどない」と言われている。

34)「 市場の有界性」とは、市場の境界が明確に区分される程度のことを意味する(田 村(1994))。

35)こ の問題は本当に消費の多様化が進展しているのか、またその環境変化が製品の多品種化を招いてい

るのかという点が議論になる。前者にっいては以下の様に考えている。 「情報化の時代ほど売れ筋商品

は集中する」というセブンイ レブンでの事実(例 えば 『週間ダイヤモンド』1993.6.19.や 『日経ビジ

ネス』1994.9.5.も 参 照のこと)、 そして実際メーカーでも味の素やカゴメのように大幅な製品の絞り

込みが始め。られている(こ の点にっいては 『日経 ビジネス』1994.5.2.や 『プレジデン ト』1994.11も

参照のこと)こ となどから、製品種の増大は必ず しも消費者に支持されていなかったことが示唆される。

この事実は消費の多様化の概念を再考させるものである。またそうであるならば、必ずしも消費の多様

化が製品種の増大を引き起こしたことにはならない。ここでは、多品種化が消費の多様化という客観的

世界のもとで因果的に形成されたことよりも、む しろメーカーと小売業が相互依存的に自らが織 りなし

た製品市場観の 「場」で形成されたことを強調 しておきたい。
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Summary

Anaccumulationofexcellentachievementexistsonthestudiesofstructuralcharacteristics

andhabitualtradepracticesofJapanesedistributionsystem,andthestudiesofmarketing

channels.Thetasks .stillremain,howeveronthestudiesofelucidatingfactorsofchangesin,

andrebuildingof,channelsunderrecentchangesofbusinessenvironment.

Thispaper,therefore,attemptstoanalyze,centeredoncaseanalysisfrom"businesssystem"

viewpoint,mainlyforthepurposeofderivingpracticalimplicationsonthisissue.

Theresultshowsseveraltheoreticalandpracticalsubjects,listedinthefollowingasthe

majorfindings.First,fosteringsocialincentive-basedinterestofchannelmembersis

significant.Second,changesinchannelsmayoccurwithinthemselveswithaninteraction

process,notonlyaffectedbyexternalenvironment.Thesefindingsimplyanewperspective,

boththeoreticallyandpractically,oncurrentchannelstudies.




